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C O N T E N T S

アウトドアでも街 中でも
安心して使える高 機能傘

ご紹介したブラント「ブラント メトロ」を抽選で５名さまにプレゼントします。詳しくは裏表紙をご覧ください。
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新作モデルの「ブラント
メトロ」。親骨の長さは
55cm、直径は約100cm。
手元のプッシュボタンで
開くオートオープンタイ
プで、閉じるときもスムー
ズ。カラーは全10色（写
真はミント／チャコー
ル／ネイビー）。いずれも
12,980円（税込）。環境
に配慮した紙製のギフト
ボックス付き。

文／編集部
写真／三浦伸一

しゃれ感だけではなく安全性も備えて
いる。ポイントは、一般的な傘では傘
骨の先端から飛び出ている「露先」が、
生地の内側に収納されていること。
うっかり人を傷つける心配がないため、
人混みでも使いやすい。
　ブラントが長年安心して使える傘を
追求する背景には、「傘はすぐ壊れる
消耗品」という既成概念を変えたいと
いう思いがある。ブラントの日本正規
販売代理店である株式会社サエラの調

査によると、日本国内で1年に消費さ
れるビニール傘の数は約6,000万本。
それらは壊れたら再利用されずに廃棄
されており、ビニールと金属の廃棄量
が増えることは環境負荷が大きいと問
題視されている。
　丈夫な傘を持ち、長く愛用すること
は廃棄を減らすことにも通じる。携帯
に便利なお気に入りの１本を常備する
ことで、環境問題に対する意識を見直
してみてはいかがだろう。

　秒速約30メートルの強風にも耐え
る丈夫な傘を開発する、ニュージーラ
ンド発の傘ブランド「BLUNT（ブラ
ント）」。傘の強度の秘密は、独自に開
発した傘骨の構造「放射張力分散シス
テム」によるもの。傘を開くときの動
力を全体に無駄なく分散して張力に変
換することで生地がピンと張るため、
暴風雨の中でも傘が裏返りにくい仕様
になっている。
　街中でも目を引く独特な形は、お
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今、世界中ではあらゆる産業のデジタル化が加速している。
建設業でも人手不足を解決する手段として、デジタル活用が注目されているものの、なかなか浸透していないのが実情だ。
今後、建設業の生産性や安全性の課題を解決し、変化し続ける市場環境に対応するためにも、ICTを主体的に活用したい。
手軽に導入できるICT施工活用のヒント、世界の ICT施工の潮流などを紹介する。

文／太田利之　イラスト／二階堂ちはる　写真（P7ポートレート）／関根則夫



を圧縮しています。これを道路土工に
当てはめると、①の付加価値作業は工
事の本質的な作業で、建設機械を使っ
た掘削や運搬、敷き均し、締固め作業
のことです。これを合理化しようとす
ると、機械そのものを建設ロボットな
どに置き換える必要があり、大がかり
なカイゼンが必要です。②の付随作業
は、付加価値作業を遂行するうえで
必要な、測量や書類作成、出来形計測
といえます。例えば工事進捗を示す手
書きの工事黒板をやめてデジタル化し
て現場作業を省力化したり、土砂の積
載データから報告書を自動作成したり、
付随作業をデジタル化することで、作
業者は本来の仕事に専念でき、全体の
工数も圧縮できます。③のムダは、工
程間の検査に伴う待ち時間など、本来
必要のない作業のこと。コロナ禍でリ
モート環境が普及しましたが、建設現
場でも映像を用いて現場の確認をする
「遠隔臨場」への関心が集まっています。
検査立ち会いの移動時間がなくなるの
で、ムダを削減できる好例といえるで
しょう。「不便」や「面倒」なことを見
つけてカイゼンすることが、先ほど申
し上げた「安全に、ラクして儲ける」
という発想につながるのです。
―今後の建設業におけるICT活用へ
の期待をお聞かせください。
建山氏　製造業では、1990年代にファ

レータの人財確保も難しくなっていま
す。まだ開発段階ではありますが、2
人1組での作業が必須だった除雪作業
を、除雪機にマシンガイダンス機能等
を搭載し、3次元地図データを活用し
たところ、1人のオペレータのみで仕
事が実行できた事例があります。うま
く活用が進めば人員削減をして効率が
アップした成果を、報酬に還元するこ
ともできますよね。こんなふうに、今
までよりも「ラクに2倍の仕事を1人
でこなす」ことを考えるべきです。
―現場の困りごとを、ICTでどう解決
していくかを考えることが大切なので
すね。
建山氏　はい。例えば「人員削減」や
「工期短縮」のために、どんな技術を使
うかを議論するプロセスが重要なので
す。ICT化を目的にしてはいけません。
現場の困りごとを洗い出し、その解決
のための“カイゼン”議論を進めること。
そのための手段としてICTを活用する
というスタンスが大切です。
―カイゼンへの視点をどのように築
いていくべきでしょう。
建山氏　トヨタ自動車が工程間のムダ
を削ぎ落とすために体系化した「リー
ン生産方式」が参考になるでしょう。
リーン生産方式では、①付加価値作業、
②付随作業、③ムダの３種類に分類し
て、工程全体のトータルコストや工期

クトリー・オートメーション化が進ん
だのに対して、建設業界は自動化で遅
れをとりました。確かに、一定の製品
を安定的に生み出す製造業と違って、
自然環境を相手にし、地面は掘ってみ
なければ詳しい地質が分からないなど
の不確定要素が多い点も、それを阻害
してきた要因です。しかし、今後はAI
活用で、現場の状況に応じて自律的に
判断する機能が作業を支援してくれる
でしょう。さらには、AIによる建設機
械の自律化、省人化が進むことも期待
しています。
―ICTやAIの活用が進むと、若い人
たちにも大きな魅力がある業界になり
そうですね。
建山氏　産学連携やオープンイノベー
ションが強くなれば、土木・建設分野
だけでなく、情報処理や電子分野の学
生たちが、この業界を志望するケース
も増えることでしょう。中小企業では、
デジタルスキルに長けた外国人留学生
の雇用も選択肢となるかもしれません。
ICT化へ向かってこれから大きな変革
期に向かうこのタイミングで、人も、
知識や技術も、交流をどんどん進める
べきです。ダイバーシティ&インク
ルージョンが広がって建設業界がより
活性化し、新たなイノベーションにつ
ながることを期待しています。

道路施工作業の“カイゼン”イメージ

立命館大学 理工学部 
環境都市工学科 教授
国士交通省 i-Construction 委員会 委員

1980年京都大学工学部土木工学科卒業、
京都大学工学部助教授を経て2004年か
ら立命館大学教授、2013年から学校法
人立命館常務理事。専門分野は建設施
工学、情報化施工、建設新技術開発、
地盤工学。国土交通省 情報化施工推進
会議 委員長、公益社団法人 土木学会 
建設用ロボット委員会 委員長などを歴
任し、ICTの導入による建設の合理化に
取り組んでいる。

建山和由氏

工事の約8割で実施されています。一
方、小規模工事では、その実施率が伸
び悩んでいますが……。
建山氏　投資コストを考えると、なか
なか ICT化に踏み切れないという現
状が要因の一つでしょう。しかし、一
連のプロセスで全面的に ICTを活用
するのではなく、測量だけ、施工だけ
と、部分的に ICTを取り入れて、ま
ずは使ってみることが大切だと思って
います。スマートフォンで測量した
データから3次元データを生成したり、
既存の建設機械にマシンガイダンス機
能を後付けできたり、手軽で使いやす
い ICT施工ソリューションもどんど
ん出てきています。着手できるところ
から始めて、まずは自分たちのノウハ
ウとして蓄積し、いいツールやその使
い方の情報はみんなで共有していく。
スモールスタートで徐々に普及してい
けばいいのです。

―現場の働き方を変えるのは、まずは
意識改革が必要なのですね。
建山氏　その通りです。旧来の労働集
約的な考え方から「安全に、ラクして
儲ける」という発想の転換がICT化普
及のバネになります。
―ではICT活用で働き方は、どのよう
に変わっていくでしょうか？
建山氏　除雪作業でICTを活用してい
る例を紹介しましょう。今、除雪オペ

― i-Construction開始から5年が経
過しましたが、その成果や達成点を教
えてください。
建山氏　i-Constructionは建設業に対
する従来の3K（きつい・汚い・危険）
を払拭して、魅力ある業界をめざすた
めに 2016年にスタートしました。
i-Constructionの狙いの一つは、3次
元設計データを測量から施工、運用・
管理まで一気通貫で活用し、現場の生
産性向上を実現するというものです。
内閣府の「官民研究開発投資拡大プロ
グラム（PRISM）」の後押しもあって、
建設現場で実用できる遠隔検査や遠隔
操作、ロボットなどの技術開発も進ん
でいます。
― ICTを活用した安全性向上の取り
組みも増えているようですね。
建山氏　VR（仮想現実）やAR（拡
張現実）を活用した安全衛生教育も充
実しています。建設業労働災害防止協
会（建災防）では、実際のヒヤリハッ
ト事例をデータベース化し、仕事の負
荷や心身の状態などを含む労働災害の
背後要因の共有化を図っています。さ
らに、これらをAIで分析し、危険要
因を察知した時点で警告を発するなど、
予防保全的システム開発も始められよ
うとしています。ベンチャーの参入も
あり、建設現場で新しいデジタル技術
が普及していることを実感しています。
これは i-Constructionスタート当初に
は想定していなかったことです。
― ICT施工は国土交通省の直轄土木

少ない人数で
より大きい仕事を
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● 測量、現場写真の撮影・管理、 
書類作成業務の合理化など

付随作業：付加価値作業を達成するために必要な作業

● 無人化施工システムや建設ロボットを 
活用した効率化や省人化など

付加価値作業：工事の本質的作業

● 工程間の調整時間、 
検査待ち時間などのムダの排除

ムダ：本来必要のない作業

③ムダ

①付加価値
作業

②付随作業

目 の 前 の 小 さな カ イ ゼ ン か ら
I C T 活 用 の 一 歩 を 踏 み 出 そう
i-Construction の活用が進み着実に成果が出ている。
今後その流れは、小規模工事や民間工事へも波及していくだろう。
日進月歩の技術進化を背景に変革の波は駆け足でやってくる。
今回は、そのための心構えについて、立命館大学理工学部の建山和由教授に話を伺った。
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